
 

 

①ホームページ 

ホーム → くらし・手続き → 申請書ダウンロード 

→ 市県民税特別徴収の届け出 

②ダウンロード可能な様式 

・給与所得者異動届出書 

・特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書 

・納期の特例に関する申請書 

・納期の特例の要件を欠いた場合の届出書 

 

 

 

 

 

 

日頃から個人住民税（市民税・県民税）の特別徴収事務にご協力いただき誠にありがとうございます。 

この「特別徴収のしおり」は、特別徴収の事務手続きについてまとめたものです。 

ご一読いただき、特別徴収の事務を円滑に進められるよう、ご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

令和 6 年度 

市民税・県民税 特別徴収のしおり 

ʷ 目 次 ʷ 

１ 市・県民税の特別徴収について          ・・・・・Ｐ．１ 

２ 異動届の提出について              ・・・・・Ｐ．２ 

異動届の記載例１（普通徴収へ切り替え）    ・・・・・Ｐ．３ 

異動届の記載例２（退職後一括徴収）      ・・・・・Ｐ．３ 

異動届の記載例３（転勤後特別徴収継続）    ・・・・・Ｐ．４ 

異動届の記載例４（特別徴収へ切り替え）    ・・・・・Ｐ．４ 

３ 退職所得にかかる市・県民税の特別徴収について  ・・・・・Ｐ．５ 

４ 市・県民税の算出について            ・・・・・Ｐ．７ 

５ 事業所の名称等の変更について          ・・・・・Ｐ．７ 

６ 前年度からの主な変更点について         ・・・・・Ｐ．７ 

 

＜届出様式＞※各様式はコピーしてご利用ください。 

・給与所得者異動届出書 

・法人等の異動・変更届出書 

・郵便局の指定について 

届出様式は相馬市ホームページ 

からダウンロードできます 

〒976-8601 

福島県相馬市中村字北町 63 番地の 3 

相馬市 総務部 税務課 市民税係 

 

電話 （0244）37-2127（直通） 

FAX （0244）35-4196 

＜問い合わせ先＞ 



１ 市・県民税の特別徴収について 

 

［１］ 特別徴収とは 

 個人住民税（市・県民税）の特別徴収とは、事業主（給与支払者）が所得税の源泉徴収と

同じように、従業員（納税義務者）に代わり、毎月従業員に支払う給与から個人住民税を徴

収（給与天引き）し、納入する制度です。 

 

［２］ 納税義務者への通知書の交付について 

 緑色の特別徴収税額の決定通知書（納税義務者用）は各納税義務者に次の給料日までに必ず交付してください。 

退職等により納税義務者本人に交付できない場合は、異動届出書と一緒に返送してください。（令和 6 年 5 月 27

日（月）必着） 

 

［３］ 特別徴収税額の納入について 

 青色の特別徴収税額の決定通知書に記載された税額を６月から翌年５月までの 12 か月で、特別徴収した翌月の

10 日までに別添納入書により納入ください。 

 特別徴収税額を通知した後に、税額の変更等があった場合、相馬市から税額変更通知書を送付（毎月 16 日頃）い

たしますが、改めて納入書は送付いたしませんので、以下の記載例を参考に納入金額を変更して納入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※納入金額（１）の金額に変更があった場合は、二重線にて抹消し、納入金額（２）の欄に給与分、退職所得分、合

計額を記入してください。 

 

 

 

 

 

［４］ 納入場所について 

 〇東邦銀行  〇七十七銀行  〇福島銀行  〇大東銀行  〇相双五城信用組合  〇あぶくま信用金庫 

 〇ふくしま未来農業協同組合  〇東北労働金庫  〇相馬市役所会計課  〇相馬市各出張所 

〇相馬双葉漁業協同組合本所（令和 6 年 7 月 1 日から福島県信用漁業協同組合連合会 相馬営業店に名称変更） 

※上記金融機関がない場合：最寄りのゆうちょ銀行  

※銀行振込の場合：東邦銀行 相馬支店 

          普通口座 ２４４ 

          相馬市会計管理者 

１ 

記載例 

納入金額（１）

納 

入 

金 

額  

（２）

納入金額（１）納入金額（１）

納 

入 

金 

額  

（２）

納 

入 

金 

額  

（２）



２ 

［５］ 納期の特例について 

給与の支払いを受ける者が常時 10 人未満である場合に、市⾧の承認を受けることにより、特別徴収税額を年２回

（12 月と翌 6 月）に分けて納入することができる制度です。 

２ 異動届の提出について  

退職、転勤（転職）、休職、死亡等の異動があった場合、「給与支払報告書・特別徴収にかかる給与所得者異動届出

書」（以下「異動届出書」をいいます。）に必要事項を記載し、従業員の異動があった日の翌月 10 日までにご提出く

ださい。 

異動届出書の内容に記入漏れや誤り、提出の漏れや遅れがありますと、貴事業所の納入額に差異が生じ、過不足

額の照会や督促状の発布等を行うことになりますのでご注意ください。 

また、退職等した従業員に対して、一度に多額の市・県民税の納付義務が生じる恐れがありますので、速やかに

異動届出書をご提出ください。 

 

［１］ 退職・休職等の異動があったとき 

 退職等により異動があった場合は、給与の支払いをしなくなった日の翌月から徴収の義務がなくなり、残額の市・

県民税は普通徴収に切り替え、納入書により本人に納付していただくことになります。（記載例１） 

 ただし、12 月 31 日までに退職される方について、本人の申し出があった場合は、未徴収税額を最後の給与等か

ら一括徴収して納入ください。（記載例２） 

 なお、1 月 1 日以降に退職される方については、本人の申し出がなくても一括徴収が義務づけられています。 

 

［２］ 転勤等の異動があったとき 

 転勤等により特別徴収を行う事業所が変更となる場合は、新たに特別徴収を行う事業所を経由して異動届出書を

提出してください。（記載例３） 

 なお、新勤務先に月割額や徴収開始月等をご連絡いただいたうえ、異動届出書をご提出ください。 

 

［３］ 入社等の異動があったとき 

 入社等により新たに特別徴収が開始となる場合は、未納の普通徴収分のうち、納期が到来していない税額につい

て特別徴収へ切り替えることができます。（記載例４） 

 なお、二重納付防止のため、未使用の普通徴収の納付書を異動届出書に添付してご提出ください。 

 

 

 なお、異動届出書等の様式については、本しおりからコピーして利用いただくか、市ホームページからダウンロ

ードしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



記載例１ 普通徴収へ切り替え                                      

 

記載例２ 退職後一括徴収                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与支払報告書

指 定 番 号 111111

相馬物産（株）

1

111111

フリガナ ソウマブッサン
担
当
者

連
絡
先

所 属 税務課

氏名又は名称
相馬

０２４４－５５－５５５５

内線 2222

異　動
年月日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

令和 6 年度 にかかる給与所得者異動届出書
特 別 徴 収

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

〒 ９７６－８６０１

給
与
支
払
者

所 在 地

1 1 1

令和 6 年 9 月 30

相 馬 市 長 殿 相馬市中村字北町６３－３ 宛 名 番 号

日 提出 氏 名

電 話
個人番号又は法人番号 1 1 1 1 1 1

←個人番号の記載に当たっては、
左端を空欄とし右詰めで記載1 1 1

氏名 相馬　太郎
生年月日 Ｔ・Ｓ・Ｈ 5 年 5

給

与

所

得

者

フリガナ ソウマタロウ

月 5 日

個人番号 1 1 1 1 1 1

（ア）
特別徴収税額

（年税額）

（イ）
徴収済額

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

6 月から 10 月から R6

1 1 1 1 1 1

1. 特 別 徴 収 継 続
１月１日

現在の住所
福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所１階　税務課

3． 休 職 ・ 長 欠

9 月まで 5 月まで

年 1
1． 退 職

32． 転 勤

4． 死 亡

120,000

受給者番号 111111111

2. 一 括 徴 収6． 合 併 ・ 解 散

異動後の
住所

〒 ９９９－９９９９ ☎ ０５０－００００－００００

40,000

9 月
右から
番号を
記入

5． 支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から
番号を
記入

3. 普 通 徴 収

福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所3階　総務課 円 円 円 30 日 （ 本 人 納 付 ）
80,000

7． そ の 他

事由・理由

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額 円を

新
し
い
勤
務
先

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

指定番号 新規 法人番号
月分（翌月10日納入期限分）から

所在地

〒

徴収し、納入するよう連絡済みです。
氏
名 受給者番号

フリガナ
納入書の要否電

話 2. 不要
内線 （新規の場合のみ記載）

担
当
者
連
絡
先

所
属

2．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理
由

徴収予定月
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

右から
番号を
記入氏名又は名称 1. 必要

月分（翌月10日納入期限分）で

右から
番号を
記入

2. 異動が令和 年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため 納入します。

1. 異動が令和 年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

月 日 円

3．普通徴収の場合

適
用
欄

理
由

1. 異動が令和 6 年12月31日までで、一括徴収の申出がないため
1

2. 令和 年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から
番号を
記入 3. 死亡による退職であるため

３ 

何月分まで徴収済かを
必ず記入してください。

給与支払報告書
令和 6 年度 にかかる給与所得者異動届出書

相馬市中村字北町６３－３ 宛 名 番 号 111111

フリガナ ソウマブッサン
担
当
者

連
絡
先

所 属

特 別 徴 収

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

〒 ９７６－８６０１ 指 定 番 号 111111

税務課

令和 6 年 12 月 10

給
与
支
払
者

所 在 地相 馬 市 長 殿

日 提出 氏 名 相馬

電 話
０２４４－５５－５５５５

個人番号又は法人番号 1 1 1 1 1 1
←個人番号の記載に当たっては、

左端を空欄とし右詰めで記載 内線 22221 1 1 1 1 1

氏名又は名称 相馬物産（株）

1

氏名 相馬　太郎
生年月日 Ｔ・Ｓ・Ｈ 5 年 5

給

与

所

得

者

フリガナ ソウマタロウ

月 5 日

個人番号 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

異　動
年月日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

（ア）
特別徴収税額

（年税額）

（イ）
徴収済額

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

6 月から 12 月から R6

1 1

1. 特 別 徴 収 継 続
１月１日

現在の住所
福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所１階　税務課

3． 休 職 ・ 長 欠

11 月まで 5 月まで

年 1
1． 退 職

22． 転 勤

4． 死 亡

120,000

受給者番号 111111111

2. 一 括 徴 収6． 合 併 ・ 解 散

異動後の
住所

〒 ９９９－９９９９ ☎ ０５０－００００－００００

60,000

12 月
右から
番号を
記入

5． 支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から
番号を
記入

3. 普 通 徴 収

福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所3階　総務課 円 円 円 1 日 （ 本 人 納 付 ）
60,000

7． そ の 他

事由・理由

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額 円を

新
し
い
勤
務
先

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

指定番号 新規 法人番号
月分（翌月10日納入期限分）から

所在地

〒
担
当
者
連
絡
先

所
属

徴収し、納入するよう連絡済みです。
氏
名 受給者番号

フリガナ
納入書の要否電

話 2. 不要
内線 （新規の場合のみ記載）

2．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理
由

徴収予定月
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

右から
番号を
記入氏名又は名称 1. 必要

月分（翌月10日納入期限分）で

右から
番号を
記入

12 31 60,0002. 異動が令和 年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため 納入します。

1 121. 異動が令和 6 年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

月 日 円

3．普通徴収の場合

適
用
欄

理
由

1. 異動が令和 年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

2. 令和 年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から
番号を
記入 3. 死亡による退職であるため

一括徴収税額（最後の給与等の支払いの際、
徴収した残りの税額）を納入する予定日等を
必ず記入してください。



記載例３ 転勤後特別徴収継続                                      

 
記載例４ 特別徴収へ切り替え                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与支払報告書

指 定 番 号 111111

相馬物産（株）

1

111111

フリガナ ソウマブッサン
担
当
者

連
絡
先

所 属 税務課

氏名又は名称
相馬

０２４４－５５－５５５５

内線 2222

異　動
年月日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

令和 6 年度 にかかる給与所得者異動届出書
特 別 徴 収

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

〒 ９７６－８６０１

給
与
支
払
者

所 在 地

1 1 1

令和 6 年 11 月 1

相 馬 市 長 殿 相馬市中村字北町６３－３ 宛 名 番 号

日 提出 氏 名

電 話
個人番号又は法人番号 1 1 1 1 1 1

←個人番号の記載に当たっては、
左端を空欄とし右詰めで記載1 1 1

氏名 相馬　太郎
生年月日 Ｔ・Ｓ・Ｈ 5 年 5

給

与

所

得

者

フリガナ ソウマタロウ

月 5 日

個人番号 1 1 1 1 1 1

（ア）
特別徴収税額

（年税額）

（イ）
徴収済額

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

6 月から 12 月から R6

1 1 1 1 1 1

1. 特 別 徴 収 継 続
１月１日

現在の住所
福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所1階　税務課

3． 休 職 ・ 長 欠

11 月まで 5 月まで

年 2
1． 退 職

12． 転 勤

4． 死 亡

120,000

受給者番号 111111111

2. 一 括 徴 収6． 合 併 ・ 解 散

異動後の
住所

〒 ９９９－９９９９ ☎ ０５０－００００－００００

60,000

11 月
右から
番号を
記入

5． 支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から
番号を
記入

3. 普 通 徴 収

福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所3階　総務課 円 円 円 10 日 （ 本 人 納 付 ）
60,000

7． そ の 他

事由・理由

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額 60,000 円を

新
し
い
勤
務
先

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

指定番号 222222 新規 法人番号 2
12 月分（翌月10日納入期限分）から

所在地

〒 ９７９－９９９９

2 2 2 2 2 22 2 2 2 2 2

徴収し、納入するよう連絡済みです。
氏
名

相馬 受給者番号 555555555
フリガナ イソベショウジ

納入書の要否電
話

０２４４－１２－１２１２
2. 不要

内線 5555 （新規の場合のみ記載）

担
当
者
連
絡
先

所
属

税務課

相馬市中村字北町６３－３

2．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理
由

徴収予定月
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

1
右から
番号を
記入氏名又は名称 磯部商事（有） 1. 必要

月分（翌月10日納入期限分）で

右から
番号を
記入

2. 異動が令和 年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため 納入します。

1. 異動が令和 年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

月 日 円

3．普通徴収の場合

適
用
欄

理
由

1. 異動が令和 年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

2. 令和 年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から
番号を
記入 3. 死亡による退職であるため

４ 

納税義務者が転勤等により新しい勤務先で特別徴収
を希望したときは、転勤の日の翌月10日までに
新しい勤務先を経由して提出ください。
また、月割額や徴収開始月等を新しい勤務先へ
「申し送り」ください。

給与支払報告書

指 定 番 号 111111

相馬物産（株）

1

111111

フリガナ ソウマブッサン
担
当
者

連
絡
先

所 属 税務課

氏名又は名称
相馬

０２４４－５５－５５５５

内線 2222

異　動
年月日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

（ア）
特別徴収税額

（年税額）

令和 6 年度 にかかる給与所得者異動届出書
特 別 徴 収

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

〒 ９７６－８６０１

給
与
支
払
者

所 在 地

1 1 1

令和 6 年 8 月 1

相 馬 市 長 殿 相馬市中村字北町６３－３ 宛 名 番 号

日 提出 氏 名

電 話
個人番号又は法人番号 1 1 1 1 1 1

←個人番号の記載に当たっては、
左端を空欄とし右詰めで記載1 1 1

氏名 相馬　太郎
生年月日 Ｔ・Ｓ・Ｈ 5 年 5

給

与

所

得

者

フリガナ ソウマタロウ

月 5 日

個人番号 1 1 1 1 1 1

（イ）
徴収済額

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

月から 月から R6

1 1 1 1 1 1

1. 特 別 徴 収 継 続
１月１日

現在の住所
福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所１階　税務課

3． 休 職 ・ 長 欠

月まで 月まで

年 7
1． 退 職

12． 転 勤

4． 死 亡

120,000

受給者番号 111111111

2. 一 括 徴 収6． 合 併 ・ 解 散

異動後の
住所

〒 ９９９－９９９９ ☎ ０５０－００００－００００

30,000

7 月
右から
番号を
記入

5． 支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から
番号を
記入

3. 普 通 徴 収

福島県相馬市中村字北町６３－３　相馬市役所3階　総務課 円 円 円 31 日
就職

（ 本 人 納 付 ）
90,000

7． そ の 他

事由・理由

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額 円を

新
し
い
勤
務
先

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

指定番号 新規 法人番号
月分（翌月10日納入期限分）から

所在地

〒

徴収し、納入するよう連絡済みです。
氏
名 受給者番号

フリガナ
納入書の要否電

話 2. 不要
内線 （新規の場合のみ記載）

担
当
者
連
絡
先

所
属

2．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理
由

徴収予定月
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

右から
番号を
記入氏名又は名称 1. 必要

月分（翌月10日納入期限分）で

右から
番号を
記入

2. 異動が令和 年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため 納入します。

1. 異動が令和 年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

月 日 円

3．普通徴収の場合

適
用
欄

普通徴収の未使用の納付書2～4期分を同封いたします。
8月分以降特別徴収でお願いします。理

由

1. 異動が令和 年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

2. 令和 年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から
番号を
記入 3. 死亡による退職であるため

第1期まで



退職所得

の金額

税率
市民税

６%

県民税

４%
県民税額

特別徴収すべき税額

市民税額

５ 

３ 退職所得にかかる市・県民税の特別徴収について 

 退職所得に対する市・県民税については、所得税と同様に他の所得と区分して退職手当等の支払われる際に支払

者が税額を計算し、退職手当等の支払金額からその税額を差し引いて、退職手当等の支払を受ける人のその年の１

月１日現在における住所地の市町村に納入することになります。 

 納入の税額は、給与にかかる特別徴収税額とあわせて、徴収した月の翌月 10 日までに別添納入書により納入くだ

さい。この場合、納入書の納入金額（２）の欄に退職所得分、合計額及び裏面の納入申告書を記入してください。 

 

［１］ 退職所得の金額 

 所得税法 30 条第２項に規定する退職所得の金額の計算の例により、次の算式によって計算します。 

 
 

［２］ 退職所得控除額の計算 

 所得税法 30 条第３項及び第４項の規定の例により、勤続年数に応じて、次の算式によって計算した額です。 

 なお、退職手当等の支払いを受ける者が在籍中に障害者に該当したことにより退職した場合は、次の金額に 100

万円を加算した金額が控除額となります。 

 

勤続年数が 20 年以下の場合 

     40 万円×勤続年数（80 万円に満たないときは。80 万円） 

勤続年数が 20 年を超える場合 

 800 万円＋70 万円×（勤続年数ʷ20 年） 

 

［３］ 勤続年数の計算 

 所得税法施行令第 69 条及び第 70 条の規定の例により計算します。１年未満の端数が生じたときは、１年として

計算します。 

 

［４］ 特別徴収すべき税額 

  

 

               ×               ＝       

  

  （1,000 円未満切り捨て）                     （100 円未満切り捨て） 

 

 

 

※ 所得税法第 30 条第４項に規定する役員等で、勤続年数が５年以下である者が支払いを受ける場合については、

      収入金額から退職所得控除額を 控除した額が退職所得の金額となります

 ※ 役員等でないものの勤続年数５年以下である者が支払いを受ける場合について、収入金額から退職所得控除額

     を控除した額のうち、300 万円を超える部分について、上記1/2ができません。

※計算結果による1,000円未満の端数切捨て。

退職所得の金額＝（退職金額ʷ退職所得控除額）×1/2



６ 

＜計算例＞ 

 勤続年数 33 年、退職金額 22,000,031 円の退職金の支払を受けた場合 

 ①退職所得控除額の計算 

   8,000,000 円＋〔700,000 円 × （33 年ʷ20 年）〕 ＝ 17,100,000 円 

  

②退職所得の金額 

  （22,000,031 円ʷ17,100,000 円）×1/2 ＝ 24,500,016 円…2,450,000 円（1,000 円未満の端数切り捨て） 

 

③退職所得にかかる住民税額 

   市民税…2,450,000 円 × ６％ ＝ 147,000 円 

   県民税…2,450,000 円 × ４％ ＝ 98,000 円 

 

   市・県民税 ＝ 147,000 円 ＋ 98,000 円 ＝ 245,000 円 

 

［５］ 特別徴収票の提出 

 納入内容を確認するため、所得税の退職所得の源泉徴収票と複写になっている特別徴収票を、１部相馬市税務課

へご提出ください。 
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４ 市・県民税の算出について 

 市・県民税は均等割額と所得割額の合計により算出されます。 

 詳しい算出方法等は相馬市ホームページで確認できます。 

 

［１］ 均等割額 

市民税 県民税 森林環境税（国税） 

3,000 円 2,000 円 1,000 円 

 ※県民税均等割額のうち、1,000 円は福島県森林環境税として森林環境保全のために使われます。 

 ※森林環境税（国税）は、令和 6 年度より課税されます。詳細は 6［１］のとおり。 

 

［２］ 所得割額 

市民税 県民税 

６％ ４％ 

 ※分離課税による譲渡所得等については税率が異なります。 

 

５ 事業所の名称等の変更について 

 事業所の名称や所在地、特別徴収関係書類送付先等に変更があった場合は、速やかに「法人等の異動・変更届出 

書」をご提出ください。 

 

６ 前年度からの主な変更点について 

 税制改正等により、以下の変更がありましたのでご確認ください。 

 

［１］ 国税による森林環境税の課税 

 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づき、国内に住所を有する個人に対して課税される国税です。

均等割の枠組みを用いて、１人年額 1,000 円を国の代わりに市町村が賦課徴収することとされ、その税収は全額が

森林環境譲与税として都道府県・市区町村へ譲与される仕組みとなっています。 

 

［２］ 特別徴収税額通知の電子化 

 eLTAX（エルタックス）を経由して給与支払報告書を提出する特別徴収義務者は、個々の納税義務者に対し、特

別徴収税額通知（納税義務者用）を電磁的方法（社内システム、メール等）で提供することができるようになりまし

た。 

 

［３］ 個人住民税の定額減税 

 物価高による国民負担を緩和するため、令和 6 年度の住民税所得割額において以下の通り定額減税を行うもので 

す。 

  １．本人…1 万円 

  ２．控除対象配偶者または扶養親族（国外居住者を除く）…1 人につき 1 万円 

  ※納税者本人の合計所得金額が 1,805 万円以下の場合に限ります。 

  ※均等割のみ課税される納税義務者は定額減税の対象外となります。 

 



 

※ 処 理 事 項
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収
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〒

法　　人　　名

代表者氏名・印 ㊞

フ リ ガ ナ

名 称

電 話 番号

役 職 名

フ リ ガ ナ

氏 名

◯　添付書類　　１．定款・規約等の写し　　　　　　２．登記簿謄本の写し

※注意　 １．登記を必要としない異動 ・ 変更については、登記簿謄本の添付は必要ありません。

　         ２．変更事項のみ該当する欄に記入してください。

課　長 　　主　幹　 　課長補佐 　　係　長   　課　員　

℡　　　　　　（　　　　　）　　　　　　　　

本 店 所 在 地

指　定　番　号法　人　番　号

届出書
決
　
　
裁

※
処理
事項

変　　更　　後変　　更　　前

〒 〒

（　　　　　　） （　　　　　　）

円 円

　　　　　年　　　月　　　日

相　馬　市　長　様

実際の異動
変更年月日

（　自　）　　～　　（　至　） （　自　）　　～　　（　至　）

月　　　　日　～　　　　月　　　　日 月　　　　日　～　　　　月　　　　日

備 考

本
店
・
市
内
事
業
所

代
　
表
　
者

所 在 地

法人等の

変　更　事　項

資 本 ま た は
出 資 の 金 額

書 類 等
送 付 先

事 業 年 度

下記のとおり  異動 ・ 変更  したのでお届けします。

　　　　　年　　　月　　　日
※登記が必要と

なる場合
　　　　　年　　　月　　　日

異 動 変 更 の
登 記 年 月 日

異動

変更

受 付 印



 


